
【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 〇

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

6,794,000 6,794,000 5,467,000 19,055,000 10,375,000 10,375,000 31,125,000 10,375,000 10,375,000 10,375,000 10,375,000 41,500,000 91,680,000

0 0 0 0

6,697,260 7,520,022 10,373,399 24,590,681 12,816,705 0 37,407,386

6,794,000 6,794,000 5,467,000 19,055,000 10,375,000 10,375,000 31,125,000 10,375,000 10,375,000 10,375,000 10,375,000 41,500,000 91,680,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

6,697,260 7,520,022 10,373,399 24,590,681 0 0 12,816,705 0 0 0 0 0 37,407,386
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実績との比較
（増減理由）

上砂川線、滝川美
唄線、滝川奈井江
線を補填している
が、滝川奈井江線
の補填額が下がっ
たことによる減。
12月補正
7,278千円
３月補正
6,699千円

上砂川線、滝川美
唄線、滝川奈井江
線を補填している
が、経常収益の減
と経常費用単価の
増による増。
３月補正
7,521千円

上砂川線が廃止と
なったが歌志内線
の補填を開始した
ことによる増。
３月補正
10,374千円

滝川美唄線、滝
川奈井江線、歌
志内線を補填し
ているが、経常
費用単価の増に
よる増。
３月補正
12,818千円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

バス運行の補助
年度は10月～9
月であるため補
正予算で対応。

実　績　額 12,816,705

事業費予算の
内容

バス運行の補助
年度は10月～9
月であるため補
正予算で対応。

バス運行の補助
年度は10月～9
月であるため補
正予算で対応。

バス運行の補助
年度は10月～9
月であるため補
正予算で対応。

バス運行の補助
年度は10月～9
月であるため補
正予算で対応。

事 業 費 合 計 計　画　額 10,375,000

予算計上額 0

予算計上額

実　績　額 12,816,705

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 10,375,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

焼山線については、昭和63年４月24日にＪＲ歌志内線が廃止となり、翌日より代替として中央バスによる運行が開始された。
運行開始後６年間は、国及び道による100％補助（転換バス事業費補助）の対象であったが、平成６年４月25日以降の運行に係る赤字（生活交通路線維持費補助金を差し引いた分）については、当市と歌志内市で補填している。
花月砂川線については、従前より運行していたＪＲバスが平成15年２月28日をもって撤退した。
その後の代替は、中央バスによって運行され、生活交通路線維持費補助金を差し引いた赤字について、滝川市・新十津川町・浦臼町・砂川市で補填している。
なお、平成18年度補填分より、補助金交付要件に該当しなくなったため、関係市町のみで補填している。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

路線バスを運行しているバス事業者に収支補填を行い、交通手段を維持・確保し、市民生活の向上を図る。
赤字路線である上砂川線、滝川美唄線、滝川奈井江線などを運行するバス事業者に対して収支補填を行う。
交通手段の維持・確保について、関係自治体と協議する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

北海道中央バス株式会社、市民 バスの運行を将来にわたって維持・確保することによって、市民の日常生活に欠かすことのできない交通手段を守る。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 バス路線確保対策事業 平成６年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 5－2－2 市民生活課生活交通係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 6,794 6,794 5,467 10,375 10,375 10,375 10,375 10,375 10,375

実績値 6,699 7,521 10,374

計画値 29.2 29.2 29.2 29.2 29.2 29.2 29.2 29.2 29.2

実績値 29.2 29.2 29.2

達成されていない

あまり上がってい
ない

変わらない

総合評価 問題がある

自己分析：
活動指標は便数
等の調整を行っ
たため計画値を
若干下回るにと
どまった。成果
指標について
は、計画値と変
更なし。

自己分析：
活動指標は計画
値を大きく上
回っており、上
砂川線について
は令和4年9月末
で廃止路線と
なった。
成果指標につい
ては、計画値と
変更なし。

自己分析：
活動指標は上砂
川線が廃止と
なったが歌志内
線の補填を開始
したことにより
計画値を大きく
上回った。
成果指標につい
ては、計画値と
変更なし。

判断理由：
収支補填額が増
加し、便数、運
行時間等の調整
が必要であるた
め、総合評価は
問題があるとし
た。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
活動指標は人件
費の増加や燃料
費の高騰により
中央バスの自社
単価が上昇し経
常費用が増加し
たことから計画
値を大きく上
回った。
成果指標につい
ては、計画値と
変更なし。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
活動指標の実績値に問題はあるものの、公共交通手段の確保は必要
であるため、バス事業者、関係市町と減便等を協議しながら、運行
時間等の調整をして収支補填額の削減に努め、事業を継続する必要
があると考える。
上砂川線については、利用者の減少とともに補填額が増加したた
め、関係市町と中央バスによる協議の結果、令和4年9月末で廃止路
線となった。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

10,375

12,818

成果指標１
（単位/ｋｍ）

29.2

29.2

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：営業距離数 指標の求め方：市内バス路線の営業距離数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：収支補填額 指標の求め方：収支補填額



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 〇 過疎計画掲載 〇

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

13,131,000 13,131,000 13,131,000 39,393,000 16,688,000 16,688,000 50,064,000 16,688,000 16,688,000 16,688,000 16,688,000 66,752,000 156,209,000

13,131,000 13,209,000 13,848,000 40,188,000 18,365,000 35,053,000 0 75,241,000

13,220,000 10,950,189 13,055,911 37,226,100 14,700,992 0 51,927,092

13,131,000 13,131,000 13,131,000 39,393,000 16,688,000 16,688,000 50,064,000 16,688,000 16,688,000 16,688,000 16,688,000 66,752,000 156,209,000

13,131,000 13,209,000 13,848,000 40,188,000 18,365,000 0 35,053,000 0 0 0 0 0 75,241,000

13,220,000 10,950,189 13,055,911 37,226,100 0 0 14,700,992 0 0 0 0 0 51,927,092

目的
(何のために実施する
のか）

市民の日常生活に必要な交通手段を確保することで、市民生活の利便性の向上を図る。
自宅とまちなか区域に設定する目的地間を予約型乗合タクシーにより運行する。
予約型乗合タクシーを運行するタクシー事業者に対して、運行経費の不足分を補助する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市民、タクシー事業者 交通空白地域の解消が図られ、市民の通院・買い物等の日常生活に必要な移動手段が確保される。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 予約型乗合タクシー運行事業 平成27年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 5－2－2 市民生活課生活交通係

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成25年度、コミュニティバスと予約型乗合タクシーによる実証調査運行を実施した。コミュニティバスについては高齢化の進行により停留所まで行くにも困難となる高齢者が出てくることが予想され、乗合タクシーについては自宅前で乗降
が可能であるため、今後の高齢化の進行及び持続可能な公共交通を考えた場合は乗合タクシーが最適と考えられるが、実証調査運行での利用者は少数で導入判断に至るデータが不十分であった。
平成26年度、予約型乗合タクシーによる実証調査運行を実施し、砂川市ではコミュニティバスのように限られた範囲を定時定路線で運行するより、市内全域をカバーする運行方法が適しており、効率性や持続性が高い予約型乗合タクシーの導
入を進めると判断し、平成27年10月から予約型乗合タクシーの本格運行を開始した。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 16,688,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

事 業 費 合 計 計　画　額 16,688,000

予算計上額 16,688,000

予算計上額 16,688,000

実　績　額 14,700,992

実　績　額 14,700,992

事業費予算の
内容

普通旅費15千円
運行経費補助金
12,922千円
交通会議負担金
194千円

普通旅費15千円
運行経費補助金
13,014千円
交通会議負担金
180千円

普通旅費15千円
運行経費補助金
13,635千円
交通会議負担金
198千円

普通旅費15千円
運行経費補助金
16,475千円
交通会議負担金
198千円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

増減なし 運行経費補助金
の増

運行経費補助金
と交通会議負担
金の増

運行経費補助金
の増

運行経費補助金
の増

普通旅費16千円
運行経費補助金
18,151千円
交通会議負担金
198千円

実績との比較
（増減理由）

乗合タクシー利
用者が想定より
多く、補助額が
増えたため

乗合タクシー利用
者が想定より少な
かったことによ
る、運行経費補助
金の減

乗合タクシー利用
者が想定より少な
かったことによ
る、運行経費補助
金の減

主に運行経費補
助金の減

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 3 3 3 3 3 3 3 3 3

実績値 3 3 3

計画値 8,451 8,471 8,491 8,531 8,551 8,571 8,591 8,611 8,631

実績値 8,583 9,304 10,762

達成されている

少し上がっている

変わらない

総合評価 普通である

自己分析：
乗合タクシー登
録者が増加した
ことや周知を
行ったことによ
り、成果指標が
計画値を上回っ
ているが、引き
続き定期的な広
報周知等を行う
ことで、利用者
の維持・増加を
図りたい。

自己分析：
乗合タクシー登
録者が増加した
ことや周知を
行ったことによ
り、成果指標が
計画値を上回っ
ているが、引き
続き定期的な広
報周知等を行う
ことで、利用者
の維持・増加を
図りたい。

自己分析：
乗合タクシー登
録者が増加した
ことや周知を
行ったことによ
り、成果指標が
計画値を上回っ
ているが、引き
続き定期的な広
報周知等を行う
ことで、利用者
の維持・増加を
図りたい。

判断理由：
達成度、成果と
もに指標の動向
から上記の判断
とした。効率性
は、事業費、事
業内容に大きな
変動がないため
「変わらない」
とした。これら
をトータルし
て、総合評価は
「普通である」
と考える。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：地域公共交通会議開催回数 指標の求め方：地域公共交通会議開催回数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：年間利用者数（前年10月～当年９月の利用者数） 指標の求め方：年間利用者数（前年10月～当年９月の利用者数）

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/回）

3

3

成果指標１
（単位/人）

8,511

11,794

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
乗合タクシー登
録者が増加した
ことや周知を
行ったことによ
り、成果指標が
計画値を上回っ
ているが、引き
続き定期的な広
報周知等を行う
ことで、利用者
の維持・増加を
図りたい。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
乗合タクシーについては、路線バスやタクシーといった既存の交通
機関の経営を圧迫することにならないよう、バランスを配慮して検
討した結果が現状となっており、利用者数の増加や利便性の向上に
ついては慎重に検討していかなければならない。
地域公共交通会議において、バス事業者やタクシー事業者、地域住
民団体の代表と協議しながら、事業を継続する必要があると考え
る。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 〇 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

5,595,000 65,000 65,000 5,725,000 149,000 149,000 447,000 149,000 149,000 149,000 149,000 596,000 6,768,000

5,679,000 149,000 149,000 5,977,000 149,000 298,000 0 6,275,000

5,225,157 115,787 110,532 5,451,476 105,162 0 5,556,638

5,595,000 65,000 65,000 5,725,000 149,000 149,000 447,000 149,000 149,000 149,000 149,000 596,000 6,768,000

5,679,000 149,000 149,000 5,977,000 149,000 0 298,000 0 0 0 0 0 6,275,000

5,225,157 115,787 110,532 5,451,476 0 0 105,162 0 0 0 0 0 5,556,638

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

入札による委託
料の減

旅費の減 旅費の減 旅費の減

前年度予算と
の比較

（増減理由）

委託料の増 委託料の減 増減なし 増減なし 増減なし

旅費65千円
役務費2千円
委託料82千円

実　績　額 105,162

事業費予算の
内容

旅費65千円
役務費2千円
委託料82千円
委託料5,530千
円

旅費65千円
役務費2千円
委託料82千円

旅費65千円
役務費2千円
委託料82千円

旅費65千円
役務費2千円
委託料82千円

事 業 費 合 計 計　画　額 149,000

予算計上額 149,000

予算計上額 149,000

実　績　額 105,162

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 149,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

北海道旅客鉄道株式会社（以下ＪＲ北海道）函館本線砂川駅は、現有設備の老朽化が進み、特に改札口および各プラットホームを連絡する跨線橋については、構造上高齢者・障がい者等の通行の障壁となっており、プラットホーム上に防風設
備がなく、悪天候時における旅客の待合環境が厳しいものとなっている。この状況を改善し、高齢者・障害者等をはじめとした市民の利便性を向上するために、ＪＲ北海道に対して設備改善事業の実施について要望書を提出。また、設備改善
にかかる費用の負担については、ＪＲ北海道の経営環境が厳しく改革の最中であること、国庫補助事業のバリアフリー化については現在の砂川駅の乗降客数規模（およそ1,400人／日）の駅については、優先順位が国の補助基準・各鉄道事業
者への指導内容、ＪＲ北海道の社内基準いずれにおいても低位であり、この状況下でＪＲ北海道による負担での事業進行は望めないことから、優先的に事業を推進するため、砂川市自由通路や跨線橋等の既存構築物の活用を図り、合理的な設
計を追求することで費用と工期圧縮に努めることを前提に、ＪＲ北海道発注分事業も含め全額砂川市単独による負担を基本として協議を進めている。
・平成27年度にエレベーターと待合室の設置について、ＪＲ北海道と協議開始。
　ＪＲ砂川駅設備改善基礎調査委託として、利用実態・アンケート調査等実施、ＪＲ提案資料作成。
・平成28年度に基礎調査の結果報告。
・平成30年度に待合室設置についてＪＲ北海道が了承。
・令和元年度に砂川駅ホーム待合室の供用開始。
・令和２年度に砂川市、砂川市議会、ＪＲ砂川駅東口整備期成会の連名で、１．砂川駅に、東口の設置、２． 東口の設置に伴い、副本線の廃止等鉄道営業施設の環境整備、併せて、連絡通路等の関連施設整備のための用地の確保を要望書と
して提出。
・令和３年度にＪＲ砂川駅東口整備調査業務委託として、交通量調査、利用者意向調査、アンケート調査を実施し、駅の現状・課題の整理を行い、東口整備の方針、整備概略図作成。
・令和４年度に東口整備調査の結果報告。
・令和６年度に跨線橋の階段部分に簡易昇降機設置の検討

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

ＪＲ砂川駅は明治２４年の開業以来、市内のみならず地域の交通拠点として広域的な利用が行われている。また市立病
院が近傍に立地し患者および家族がＪＲ砂川駅を利用していることから、高齢者・障がい者を中心とした利用者の利便
性の確保のため、跨線橋の段差の解消を行う。

駅構内にエレベーター施設又は駅の東側に改札口を整備する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市民をはじめとするＪＲ砂川駅の利用客
跨線橋の段差解消により駅構内のバリアフリー環境が向上することで、市内の居住利便性と駅周辺地区・中心市街地の
拠点性の増進を図る。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 ＪＲ砂川駅設備改善事業 平成27年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 5－2－2 土木課都市計画係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 - - - -

実績値 - - - - -

計画値 - - - -

実績値 - - - - -

変わらない

総合評価 普通である

自己分析：
ＪＲ北海道への事
業化要望に向け、
ＪＲ砂川駅東口整
備調査業務委託と
して、交通量調
査、利用者意向調
査、アンケート調
査を実施し、その
結果を踏まえて駅
の現状・課題の整
理を行い、東口整
備の方針を概要説
明書、整備概略図
としてとりまとめ
たものを精査し、
適正であると判断
したことから、令
和４年度中にＪＲ
北海道に対し提出
し、駅東口の必要
性について、改め
て申し出をするこ
ととし、令和３年
度に留保されてい
た概算事業費のう
ち、駅舎、線路撤
去費の積算（概
算）依頼を併せて
行う。

自己分析：
バリアフリー法
（高齢者、障害
者等の移動等の
円滑化の促進に
関する法律（平
成18年法律第91
号））に基づ
く、工事の優先
順位、北海道新
幹線札幌延伸工
事、ＪＲ北海道
の人員不足等の
事情により、進
展が困難な状況
ではあるが、協
議を継続し、今
後も高齢者や障
がい者等をはじ
めとするＪＲ砂
川駅の利用者の
利便性の向上の
実現に向けた取
り組みを進めて
いく。

自己分析：
北海道新幹線札
幌延伸工事や千
歳市の次世代半
導体製造拠点整
備等の影響によ
り、ＪＲ北海道
の人員不足が常
態化しており、
整備改善事業の
協議は進展しな
い状況にある
が、本工事の事
前準備として行
う測量調査や設
計委託等の実施
の可能性につい
て協議を進めて
いく。

判断理由：
ＪＲ北海道よ
り、令和
12(2030)年度以
降の着手となる
旨を示され、膠
着状態が続いて
いることもあ
り、活動指標、
成果指標共に、
KPIの設定が困
難であるとして
いることから、
事業の達成度と
事業の成果は
「評価なし」と
した。また、事
業の効率性は、
ＪＲ北海道よ
り、北海道新幹
線札幌延伸工事
による着手の困
難性を提示され
ている中でも、
協議は継続して
いることから、
総合評価は「普
通である」と判
断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
ＪＲ北海道よ
り、バリアフ
リー化につい
て、令和
12(2030)年度以
降の着手となる
旨を示されてい
ることから、令
和６年度は利用
者の早期利便性
の向上を考え、
跨線橋の階段部
分に簡易昇降機
を設置する案も
検討してきた
が、跨線橋の強
度の問題、構築
費、維持費が高
額となることか
ら具体的なもの
になっていな
い。また令和7年
3月には新幹線開
業が令和30
（2038）年３月
以降と示された
ことから、JR北
海道の動向を注
視し協議を進め
ていく。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：
現在、ＪＲ北海道に対して、「跨線橋を残した自由通路へのエレ
ベーター設置案」と「ＪＲ砂川駅東側改札口整備案」の２案につい
て、早期実現に向けた協議を進めているが、令和12(2030)年度以降
の着手が現実的な状況下にあり、竣工までの期間を短縮していく困
難性は極めて高いが、最終案の確立に向け、着実に準備を進めてい
くこととする。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/　）

-

-

成果指標１
（単位/　）

-

-

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：　　　　　　　　 ― 指標の求め方：KPIの設定が困難なため設定しない

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：　　　　　　　　 ― 指標の求め方：KPIの設定が困難なため設定しない


